


















































































































































































































































　　  3 ． 科目は、1977・78年告示まですべて「旧社会科」に含まれる。1989年告示以降の科目は、「現代社会」「政治・経済」「倫理」が「公
民科」であり、それ以外の科目が「地理歴史科」である。
　　  4 ．各科目にある数字は、標準単位数である。標準単位数については脚注 6 を参照。
　　  5 ．▲は必履修科目、△は選択科目、■は選択必修科目である。
　　  6 ． 現行の学習指導要領では、公民科においては「現代社会」 1 科目または「倫理+政治・経済」 2 科目いずれかが必履修科目である。
また、地理歴史科においては「世界史A」「世界史B」から 1 科目と、「地理A」「地理B」「日本史A」「日本史B」から 1 科目の合計 2
科目が必履修科目である。
図表 1 　高校社会科系科目の変遷






の 1 年生（ 1 年次に該当する者も含む）の57. 8%
が、公民科の授業において「現代社会」を履修し
ている13）。

















単位数 2 ）、「家庭総合」（同 4 ）、「生活デザイン」





















（注） 1 ． 文部科学省［2014b］『高等学校学習指導要領解説 公民編』を
参考に筆者作成。






























































































































（注） 1 ． 文部科学省「高等学校用 教科書目録（平成28年度使用）」を参考に筆者作成。
　　  2 ． 検定年月から発行年月の間に、記述内容の変更は可能である。ただし、その内容は、文部科学省の規定により
明らかにされることはない。（文部科学省「教科用図書検定規則実施細則」も併せて参照）
図表 4 　本研究で定義した「経済」に関する学習内容
（注） 1 ． 清水書院の第 4 編第 2 章の 1 については、国際金融および国際経済に該当する
と考えられる部分を取り出した。
　　  2 ． 脚注18で述べたような、分野横断的な内容まですべて考慮に入れている訳では
ないことに留意されたい。
19）例えば、アダム・スミスは、①資本主義経済の 変容でも③市場経済のしくみでも取り上げられて




























































































　　  2 ．「その他」は、 1 社のみの教科書に取り上げられている語句・キーワードを類似性・関連性を問わず含めたものである。









（注） 1 ． 筆者作成。
　　  2 ．割合（%）については、小数第 2 位を四捨五入している。
図表 7 　教科書掲載語句数の割合と用語集掲載語句数の割合との相関
（注） 1 ． 筆者作成。
































（注） 1 ． 筆者作成。
　　  2 ．割合（%）については、小数第 2 位を四捨五入している。















ると r＝0. 619（ 1 %水準で有意）であり、正の有
図表 9 　教科書掲載語句数の割合とセンター試験出題設問数の割合との相関
（注） 1 ． 筆者作成。
　　  2 ．図中①〜⑭の番号は、図表 6 に示したものと同じである。
図表10　用語集掲載語句数の割合とセンター試験出題設問数の割合との相関
（注） 1 ． 筆者作成。
　　  2 ．図中①〜⑭の番号は、図表 6 に示したものと同じである。





























































（注） 1 ． 筆者作成。




































































（注） 1 ． 筆者作成。













































（注） 1 ． 連合［2014］および図表13より筆者作成。
　　  2 ．各項目は単一回答形式である。
　　  3 ．●は 8 種類すべての教科書で扱われている。
対応する




















































































（注） 1 ． 内閣府［2014］および図表15より筆者作成。
　　  2 ． ●印は、 8 社すべての教科書で取り扱われていることを指す。
図表17　鹿児島県［２014］と教科書分析結果とのすり合わせ
（注） 1 ． 鹿児島県［2014］および図表15より筆者作成。
　　  2 ． ●印は、 8 社すべての教科書で取り扱われていることを指す。
35）教科書での取り扱いなどを参考に対応関係を検
討した。
36）「 4 社よりも 5 社」、「 5 社よりも 6 社」というよ
うな意味である。

















































（注） 1 ． 各大学のシラバス・カリキュラム・研究者情報等を参考に筆者作成。
　　  2 ． 授業科目名、教員所属、最終学位、研究分野等は2016年 7 月現在の情報である。
































































































































































































































A study on inconsistency and its factors between “economy” studied 
at the Japanese high school and the actual social-economic systems
Shouta SUETANI †
Abstract
This paper analyzed how “economy” is treated in the authorized “Contemporary Society” textbooks in the 
Japanese high school.
At first, we extracted key words from these textbooks and compared them with the posted words in 
a study-aid glossary for high school students and the questions of National Center Test for University 
Admissions in the last ten years.
Next, we examined inconsistency between “economy” treated in these textbooks and the actual social-
economic systems using survey findings by the national and local governments and labor union.
At last, we discussed such inconsistency from viewpoints of teacher education programs for “Contemporary 
Society” in the university, time-lag from the constitution of a government guideline to the authorization of 
textbooks and their prevalence through all grades, and the problems in the teaching methods.
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